
厚生労働省

2019年労働災害発生状況（速報）
建設業の死亡者数、2年連続で減少

　厚生労働省が1月17日に公表した2019年（1-12月）の労働

災害発生状況（速報）によると、建設業での死亡者数は、前年比

14.0%減の246人と、2年連続で減少しました。事故の型別で

は、「墜落・転落」が102人と最多で、全体の41.5%を占め、次い

で「崩壊・倒壊」が34人、「交通事故（道路）」が24人、「激突さ

れ」が22人と続いています。全産業でも死亡者数は減少してお

り、前年比7.4%減の763人となっています。
（https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei11/rousai-hassei/）

東京商工リサーチ

2019年の全国企業倒産状況
建設業は11年ぶりに増加

　東京商工リサーチが1月14日に公表した2019年（1-12月）

の全国企業倒産状況によると、倒産件数（負債総額1,000万円

以上）は8,383件（前年比1.7％増）となり、リーマンショック時

の2008年（1万5,646件）以来、11年ぶりに前年を上回りまし

た。産業別では、サービス業他が2,569件（同2.2％増）で4年連

続、小売業が1,230件（同8.6％増）で2年連続の増加。建設業

は1,444件（同0.9％増）で2008年以来、11年ぶりの増加に転

じました。

　また、全産業における倒産理由のうち人手不足関連倒産は

426件（同10.0％増）となり、過去最多だった2018年（387件）

を上回りました。要因別では、代表者や幹部役員の死亡、病気入

院、引退などによる「後継者難」が最多で270件（同2.8％減）。

次いで、人手確保困難による「求人難」が78件（同32.2％増）、

中核社員の独立、転職などによる「従業員退職」が44件（同

83.3％増）、賃金等の人件費増による「人件費高騰」が34件（同

30.7％増）でした。産業別では、サービス業他が最多で128件

（同20.7％増）。次いで、建設業77件（同8.4％増）、卸売業52件

（同17.4％減）、製造業48件（同23.8％減）と続いています。

　同社では、「事業承継をスムーズに移行できない中小企業に

は突発的な代表者交代や従業員退職などが大きな障害になり

かねない」と分析しています。
（https://www.tsr-net.co.jp/news/status/yearly/2019_2nd.html
  https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20200109_01.html）

帝国データバンク

働き方改革に対する企業の意識調査
働き方改革に取り組んでいる企業、60.4%

　帝国データバンクが1月16日に公表した「働き方改革に対す

る企業の意識調査」（2019年12月）によると、働き方改革に取

り組んでいる企業は前回調査（2018年8月）から22.9ポイント

増の60.4%となり、「現在は取り組んでいないが、今後取り組む

予定」（16.3%）と合わせると76.7%の企業が取組に積極的で

あることが分かりました。具体的な取組内容としては、「休日取

得の推進」（77.2%）と「長時間労働の是正」（71.0%）が上位を

占めました。
（https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/p200106.html）
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　弊社は、社会資本整備の重要性や建設

産業に対する理解を広めることを目的に、

広報誌『EAST TIMES』（イースト・タイム

ズ）を季刊で発行し、無料にて配布してい

ます。1月に発行した2020冬号では、「とり

くむ」をキーワードに特集を中心とした読

み物を掲載しています。詳細は弊社ホーム

ページをご覧ください。

東日本建設業保証

『EAST TIMES 2020冬号』を発行

(https://www.ejcs.co.jp/publish/)

山梨県

建設キャリアアップシステム
総合評価方式で登録企業に加点

　山梨県は、建設産業の担い手を確保・育成するため、建設キャ

リアアップシステムを活用する企業を評価する取組を始めまし

た。具体的には、県土整備部発注の土木一式工事で総合評価落

札方式の工事（原則予定価格3,000万円以上）を対象に、企業

及び技能者が同システムに登録している場合に加点されます。

技能者がいない場合は企業のみの登録でも加点対象となりま

す。昨年10月導入後、登録企業数の増加状況などを踏まえ、今

年1月の入札公告分から適用開始されています。
（https://www.pref.yamanashi.jp/gijutsukanri/96812791066.html）


